
 

様式第１－１号（第５条関係） 

 

 

補 助 金 交 付 申 請 書 
 

令和○○年○○月○○日 

 

 

 徳 島 市 長 殿 

 

 

  所 在 地  徳島市幸町２丁目５番地                      

名  称  株式会社 〇〇〇〇 

代表者職氏名  代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 

徳島市中小企業等人材確保・育成支援事業補助金の交付を受けたいの

で、徳島市中小企業等人材確保・育成支援事業補助金交付要綱第５条の

規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

１ 対象事業（該当事業にを記入） 

   ☑（１）人材確保・定着支援事業 

   □（２）人材育成支援事業 

 

２ 補助金交付申請額 

   金 ７５，０００ 円 

  

３ 添付書類 

 (1) 事業計画書 

 (2) 収支予算書 

(3) 同意書兼誓約書（様式第２号） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記 入 例 



 

１ 事業計画書（別紙添付可） 

（１）事業所の概要 

申請者に該当する内容に沿って記入してください。 

事業所名 株式会社 ○○○○ 

代表者名 代表取締役 〇〇 〇〇 

所 在 地 

本 

社 

〒７７０－８５７１  

徳島市幸町２丁目５番地 

TEL（ ０８８ ）６２１－５２２５ TEL（ ０８８ ）６２１－５２２５ 

事 

業 

所 

〒  

 

TEL （    ）    － FAX （    ）    － 

設立年月 M・T・S・H・R   ３ 年 １２ 月 資本金 ３００万円 

常時使用す

る従業員数 
８０名 

※常時使用する従業員とは、１か月を超えない期間

で日雇い入れている者、２か月以内の期間を定めて

使用される者、役員等を除く従業員をいう。 

主たる業種 

※日本標準産業分類、中分類 

 

小売業 

主 な 製 品 ・ 

サ ー ビ ス 等 
地場産品 

 

（２）連絡担当者  

所属 役職 氏名 

総務課 経理担当 〇〇 〇〇 

連絡先 
TEL （０８８）６２１－５２２５ 

E-mail 
○○○○○○○○＠○○

○○.ne.jp FAX （０８８）６２１－５１９６ 

 

（３）事業概要について、申請する内容に☑してください。 

☑ (１)人材確保・定着支援事業 □ (２)人材育成支援事業 

□ 
県外の合同企業説明会・就職説明会の開

催又は参加を行い、会社ＰＲを行う事業 
□ 

デジタル化推進に係る知識・技術の

習得、活用を目的とする研修 

□ 採用に係る求人広告を行う事業 □ 
経営上の課題解決を図ることを目的

とする研修 

☑ 
県外（国内）からの就職希望者に対する職

場体験を開催する事業  
□ 

技能承継や後継者の育成を図ること

を目的とする研修  

□ 
上記事業において、採用に関するウェブサイト

の新規作成事業 
□ 公的機関が実施する研修  

☑ 

若年従業員（正規雇用職員）の定着を図ることを

目的として、社内体制を整えるための研修を受

講し、又は講師を招聘して研修を開催・受講する

事業 

  

 

 

 



 

（４）合同企業説明会、職場体験会等の場合 

☑ 自社内で開催する事業 □ 自社が出展する事業 

事業名 
○県外からの就職希望者の職場体験会 

○若手従業員への研修会 

事業実施（開催）期

間 
令和８年４月２０日から令和８年５月１０日まで 

実施機関（主催者） 
□ 自社 

□ 他社（主催者：            ） 

実施場所 

□自社の事業所 

□その他 
名称  

所在地  

合同企業説明会等の

概要 

自社の就職希望者を対象に職場体験会を実施して、事業内容

の理解を深めてもらい、自社と就職希望者とのミスマッチを防

ぐ。 

実施内容 

※できるだけ具体的に記載すること。 

○自社の就職希望者を対象に、事業内容を周知又は職場体験を実
施 

 ４月２０日～２２日までの３日間 
○外部講師による若手従業員への研修を実施 
 ５月 ７日 オリエンテーション、モチベーション向上 
 ５月 ８日 ビジネスマナー、タイムマネジメント 

 ５月１０日 ビジネス文書、電話対応 

対象者・参加者 

部署・職位  部署・職位  

就職希望者 就職希望者 

〃 〃 

〃 〃 

その他 その他 

  

  

合計 合計 

期待される成果等 

※できるだけ具体的に記載すること。 

 

 

事業実施後、想定される効果を記載してください。 

 

 

 

 

 



 

２ 収支予算書（別紙添付可） 

(１)収入の部                      （単位：円 税抜き） 

経費項目 予算額 備考 

補助金 ７５，０００円  

自己資金 ７５，０００円  

その他 円  

合計 １５０，０００円  

 

(２)支出の部                      （単位：円 税抜き） 

経費項目  予算額  備考  

委託料 円  

会場使用料 円  

機械器具使用料 円  

講師謝礼 １００，０００円 外部講師への謝礼 

交通費 円  

広報費 ５０，０００円 研修・職場体験の周知 

宿泊費 円  

教材費 円  

受講料 円  

合計 １５０，０００円  

 

(３)補助金額の算出                    （単位：円 税抜き） 

 対象経費合計額 補助率 
補助金額 

（上限１０万円） 

⑴人材確保・ 

定着支援事業 
  １５０，０００円 １／２ ７５，０００円 

⑵人材育成 

支援事業 
円 ２／３ 円 

※補助金額は 1,000 円未満切り捨てとする。 

※算出した額を補助金交付申請書様式第１号（第５条関係）の２補助金交付申請額へ記載する

こと。 

 


